
平成年月日 金曜日 (号外特第号)官 報

第
七
十
二
条
の
四
十
八
の
見
出
し
を「（
分
割
法
人
の
申
告
納
付
等
）」に
改
め
、
同
条
第
一
項
を
次
の
よ
う
に
改
め

る
。

二
以
上
の
道
府
県
に
お
い
て
事
務
所
又
は
事
業
所
を
設
け
て
事
業
を
行
う
法
人
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
分

割
法
人
」
と
い
う
。）は
、
第
七
十
二
条
の
二
十
五
、
第
七
十
二
条
の
二
十
六
（
第
五
項
を
除
く
。）、
第
七
十
二
条

の
二
十
八
若
し
く
は
第
七
十
二
条
の
二
十
九
の
規
定
に
よ
り
事
業
税
を
申
告
納
付
し
、
又
は
第
七
十
二
条
の
三
十

三
第
二
項
若
し
く
は
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
事
業
税
を
修
正
申
告
納
付
す
る
場
合
に
は
、
当
該
事
業
に
係
る
課
税

標
準
額
の
総
額
（
第
七
十
二
条
の
二
十
四
の
七
第
一
項
第
一
号
若
し
く
は
第
三
号
に
掲
げ
る
法
人
で
各
事
業
年
度

の
所
得
の
総
額
が
年
四
百
万
円
（
当
該
法
人
の
当
該
事
業
年
度
が
一
年
に
満
た
な
い
場
合
に
は
、
同
条
第
四
項
の

規
定
を
適
用
し
て
計
算
し
た
金
額
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。）を
超
え
年
八
百
万
円
（
当
該
法
人
の
当
該
事

業
年
度
が
一
年
に
満
た
な
い
場
合
に
は
、
同
条
第
四
項
の
規
定
を
適
用
し
て
計
算
し
た
金
額
。
以
下
こ
の
項
に
お

い
て
同
じ
。）以
下
の
も
の
又
は
同
条
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
法
人
で
各
事
業
年
度
の
所
得
の
総
額
が
年
四
百
万

円
を
超
え
る
も
の
に
あ
つ
て
は
、
当
該
各
事
業
年
度
の
所
得
の
総
額
を
年
四
百
万
円
以
下
の
部
分
の
金
額
及
び
年

四
百
万
円
を
超
え
る
部
分
の
金
額
に
区
分
し
た
金
額
と
し
、
同
項
第
一
号
又
は
第
三
号
に
掲
げ
る
法
人
で
各
事
業

年
度
の
所
得
の
総
額
が
年
八
百
万
円
を
超
え
る
も
の
に
あ
つ
て
は
、
当
該
各
事
業
年
度
の
所
得
の
総
額
を
年
四
百

万
円
以
下
の
部
分
の
金
額
、
年
四
百
万
円
を
超
え
年
八
百
万
円
以
下
の
部
分
の
金
額
及
び
年
八
百
万
円
を
超
え
る

部
分
の
金
額
に
区
分
し
た
金
額
と
す
る
。
以
下
法
人
の
行
う
事
業
に
対
す
る
事
業
税
に
つ
い
て
同
じ
。）を
分
割
基

準
に
よ
り
関
係
道
府
県
ご
と
に
分
割
し
、
そ
の
分
割
し
た
額
を
課
税
標
準
と
し
て
、
関
係
道
府
県
ご
と
に
事
業
税

額
を
算
定
し
、
こ
れ
を
関
係
道
府
県
に
申
告
納
付
し
、
又
は
修
正
申
告
納
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合

に
お
い
て
、
関
係
道
府
県
知
事
に
提
出
す
べ
き
申
告
書
又
は
修
正
申
告
書
に
は
、
総
務
省
令
で
定
め
る
課
税
標
準

額
の
総
額
の
分
割
に
関
す
る
明
細
書
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
七
十
二
条
の
四
十
八
第
二
項
中
「
二
以
上
の
道
府
県
に
お
い
て
事
務
所
又
は
事
業
所
を
設
け
て
事
業
を
行
う
法

人
は
、
そ
の
」
を
「
分
割
法
人
の
」
に
改
め
、「
に
は
、」の
下
に
「
当
該
分
割
法
人
が
」
を
加
え
、「
事
業
税
又
は
当
該

申
告
納
付
に
係
る
修
正
申
告
納
付
す
べ
き
事
業
税
の
税
額
は
、
そ
れ
ぞ
れ
」
を
「
事
業
税
額
又
は
当
該
申
告
納
付
に

係
る
修
正
申
告
納
付
す
べ
き
事
業
税
額
は
、
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、」に
改
め
、
同
項
た
だ
し
書
中「
た
だ
し
、

当
該
法
人
の
」
を
「
た
だ
し
、
当
該
分
割
法
人
の
」
に
、「
次
項
の
規
定
に
よ
つ
て
課
税
標
準
額
の
総
額
を
関
係
道
府

県
ご
と
に
分
割
す
べ
き
基
準
（
以
下
こ
の
節
に
お
い
て
「
分
割
基
準
」
と
い
う
。）」
を
「
関
係
道
府
県
ご
と
の
分
割

基
準
」
に
、「
に
お
い
て
は
」
を
「
に
は
」
に
、「
法
人
が
」
を
「
分
割
法
人
が
」
に
、「
事
業
税
又
は
」
を
「
事
業
税
額

又
は
」
に
、「
事
業
税
の
税
額
は
、
当
該
法
人
の
」
を
「
事
業
税
額
は
、」に
、「
付
加
価
値
額
、
資
本
金
等
の
額
、
所
得

又
は
収
入
金
額
の
総
額
」
を
「
課
税
標
準
額
の
総
額
」
に
、「
次
項
か
ら
第
十
項
ま
で
の
規
定
に
よ
つ
て
」
を
「
前
項

の
規
定
に
よ
り
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
及
び
第
四
項
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

３

前
二
項
の
「
分
割
基
準
」
と
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
業
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に

よ
り
課
税
標
準
額
の
総
額
を
関
係
道
府
県
ご
と
に
分
割
す
る
基
準
を
い
う
。

一

製
造
業

課
税
標
準
額
の
総
額
を
申
告
書
又
は
修
正
申
告
書
に
記
載
さ
れ
た
関
係
道
府
県
に
所
在
す
る
事
務

所
又
は
事
業
所
（
以
下
こ
の
項
か
ら
第
五
項
ま
で
に
お
い
て
「
事
業
所
等
」
と
い
う
。）の
従
業
者
の
数
に
按
分

す
る
こ
と
。

二

電
気
供
給
業

次
に
掲
げ
る
事
業
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
課
税
標
準
額
の

総
額
を
関
係
道
府
県
ご
と
に
分
割
す
る
こ
と
。

イ

電
気
事
業
法
（
昭
和
三
十
九
年
法
律
第
百
七
十
号
）
第
二
条
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る
小
売
電
気
事
業

（
第
九
項
第
一
号
に
お
い
て
「
小
売
電
気
事
業
」
と
い
う
。）（
こ
れ
に
準
ず
る
も
の
と
し
て
総
務
省
令
で
定

め
る
も
の
を
含
む
。）
課
税
標
準
額
の
総
額
の
二
分
の
一
に
相
当
す
る
額
を
事
業
所
等
の
数
に
、
課
税
標
準

額
の
総
額
の
二
分
の
一
に
相
当
す
る
額
を
事
業
所
等
の
従
業
者
の
数
に
按
分
す
る
こ
と
。

ロ

電
気
事
業
法
第
二
条
第
一
項
第
八
号
に
規
定
す
る
一
般
送
配
電
事
業
（
第
九
項
第
一
号
に
お
い
て
「
一
般

送
配
電
事
業
」
と
い
う
。）、
同
条
第
一
項
第
十
号
に
規
定
す
る
送
電
事
業
（
第
九
項
第
一
号
に
お
い
て
「
送

電
事
業
」
と
い
う
。）（
こ
れ
に
準
ず
る
も
の
と
し
て
総
務
省
令
で
定
め
る
も
の
を
含
む
。）及
び
同
条
第
一
項

第
十
二
号
に
規
定
す
る
特
定
送
配
電
事
業

次
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
と

こ
ろ
に
よ
り
課
税
標
準
額
の
総
額
を
関
係
道
府
県
ご
と
に
分
割
す
る
こ
と
。

に
掲
げ
る
場
合
以
外
の
場
合

課
税
標
準
額
の
総
額
の
四
分
の
三
に
相
当
す
る
額
を
事
業
所
等
の
所

在
す
る
道
府
県
に
お
い
て
発
電
所
の
発
電
用
の
電
気
工
作
物
（
電
気
事
業
法
第
二
条
第
一
項
第
十
八
号
に

規
定
す
る
電
気
工
作
物
を
い
う
。

に
お
い
て
同
じ
。）と
電
気
的
に
接
続
し
て
い
る
電
線
路
（
総
務
省
令

で
定
め
る
要
件
に
該
当
す
る
も
の
に
限
る
。

及
び
次
項
第
三
号
に
お
い
て
同
じ
。）の
電
力
の
容
量
（
キ

ロ
ワ
ッ
ト
で
表
し
た
容
量
を
い
う
。
同
号
に
お
い
て
同
じ
。）に
、
課
税
標
準
額
の
総
額
の
四
分
の
一
に
相

当
す
る
額
を
事
業
所
等
の
固
定
資
産
の
価
額
に
按
分
す
る
こ
と
。

事
業
所
等
の
所
在
す
る
い
ず
れ
の
道
府
県
に
お
い
て
も
発
電
所
の
発
電
用
の
電
気
工
作
物
と
電
気
的
に

接
続
し
て
い
る
電
線
路
が
な
い
場
合

課
税
標
準
額
の
総
額
を
事
業
所
等
の
固
定
資
産
の
価
額
に
按
分
す

る
こ
と
。

ハ

電
気
事
業
法
第
二
条
第
一
項
第
十
四
号
に
規
定
す
る
発
電
事
業
（
第
九
項
第
一
号
及
び
第
二
号
に
お
い
て

「
発
電
事
業
」
と
い
う
。）（
こ
れ
に
準
ず
る
も
の
と
し
て
総
務
省
令
で
定
め
る
も
の
を
含
む
。）
次
に
掲
げ

る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
課
税
標
準
額
の
総
額
を
関
係
道
府
県
ご
と

に
分
割
す
る
こ
と
。

に
掲
げ
る
場
合
以
外
の
場
合

課
税
標
準
額
の
総
額
の
四
分
の
三
に
相
当
す
る
額
を
事
業
所
等
の
固

定
資
産
で
発
電
所
の
用
に
供
す
る
も
の
の
価
額
に
、
課
税
標
準
額
の
総
額
の
四
分
の
一
に
相
当
す
る
額
を

事
業
所
等
の
固
定
資
産
の
価
額
に
按
分
す
る
こ
と
。

事
業
所
等
の
固
定
資
産
で
発
電
所
の
用
に
供
す
る
も
の
が
な
い
場
合

課
税
標
準
額
の
総
額
を
事
業
所

等
の
固
定
資
産
の
価
額
に
按
分
す
る
こ
と
。

三

ガ
ス
供
給
業
及
び
倉
庫
業

課
税
標
準
額
の
総
額
を
事
業
所
等
の
固
定
資
産
の
価
額
に
按
分
す
る
こ
と
。

四

鉄
道
事
業
及
び
軌
道
事
業

課
税
標
準
額
の
総
額
を
事
業
所
等
の
所
在
す
る
道
府
県
に
お
け
る
軌
道
の
延
長

キ
ロ
メ
ー
ト
ル
数
に
按
分
す
る
こ
と
。

五

前
各
号
に
掲
げ
る
事
業
以
外
の
事
業

課
税
標
準
額
の
総
額
の
二
分
の
一
に
相
当
す
る
額
を
事
業
所
等
の
数

に
、
課
税
標
準
額
の
総
額
の
二
分
の
一
に
相
当
す
る
額
を
事
業
所
等
の
従
業
者
の
数
に
按
分
す
る
こ
と
。

４

前
項
に
規
定
す
る
分
割
基
準
（
以
下
こ
の
款
に
お
い
て
「
分
割
基
準
」と
い
う
。）の
数
値
の
算
定
に
つ
い
て
は
、

次
の
各
号
に
掲
げ
る
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

一

従
業
者
の
数

事
業
年
度
終
了
の
日
現
在
に
お
け
る
数
値
。
た
だ
し
、
資
本
金
の
額
又
は
出
資
金
の
額
が
一

億
円
以
上
の
製
造
業
を
行
う
法
人
の
工
場
で
あ
る
事
業
所
等
に
つ
い
て
は
、
当
該
数
値
に
当
該
数
値
（
当
該
数

値
が
奇
数
で
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
数
値
に
一
を
加
え
た
数
値
）
の
二
分
の
一
に
相
当
す
る
数
値
を
加
え
た
数

値
二

事
業
所
等
の
数

事
業
年
度
に
属
す
る
各
月
の
末
日
現
在
に
お
け
る
数
値
を
合
計
し
た
数
値
（
当
該
事
業
年

度
中
に
月
の
末
日
が
到
来
し
な
い
場
合
に
は
、
当
該
事
業
年
度
終
了
の
日
現
在
に
お
け
る
数
値
）

三

電
線
路
の
電
力
の
容
量
、
固
定
資
産
の
価
額
及
び
軌
道
の
延
長
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
数

事
業
年
度
終
了
の
日
現

在
に
お
け
る
数
値

第
七
十
二
条
の
四
十
八
第
五
項
中
「
前
項
第
三
号
の
場
合
に
お
い
て
、」を
削
り
、「
事
務
所
又
は
事
業
所
に
」を「
事

業
所
等
に
」
に
、「
掲
げ
る
数
」
を
「
定
め
る
数
」
に
、「
同
項
第
三
号
」
を
「
前
項
第
一
号
」
に
改
め
、
同
項
各
号
中

「
事
務
所
又
は
事
業
所
」
を
「
事
業
所
等
」
に
改
め
、
同
条
第
八
項
中
「
第
一
項
の
法
人
が
第
四
項
第
一
号
、
第
二

号
又
は
第
三
号
に
規
定
す
る
分
割
基
準
を
そ
れ
ぞ
れ
」
を
「
分
割
法
人
が
二
以
上
の
分
割
基
準
を
」
に
、「
同
項
の
規

定
の
適
用
」
を
「
当
該
分
割
法
人
の
事
業
に
係
る
課
税
標
準
額
の
総
額
の
分
割
」
に
、「
に
よ
つ
て
当
該
法
人
の
事
業

の
課
税
標
準
額
を
分
割
す
る
」
を
「
に
よ
る
」
に
改
め
、
同
条
第
十
項
中
「
課
税
標
準
額
」
を
「
課
税
標
準
額
の
総

額
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
十
二
項
と
し
、
同
条
第
九
項
中
「
第
一
項
の
法
人
」
を
「
分
割
法
人
」
に
、「
に
お
い

て
は
、
前
項
」
を
「
に
は
、
前
三
項
」
に
、「
当
該
事
業
」
を
「
こ
れ
ら
の
事
業
」
に
、「
そ
れ
ら
の
事
業
」
を
「
こ
れ
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